





































　現行の公衆衛生法典（Testo unico delle leggi sanitarie. 1924年７月27日勅令第1265号）




































































































































Sereno Scolaro, Manuale di polizia mortuaria, Maggioli Editore, 2012
Mauro Parducci, La polizia mortuaria, Halley, 2009
Anna Gianfreda, “Libertà religiosa, spazi urbani e disciplina in materia di cimiteri e 
sepolture”, in Antonio G. Chizzoniti (a cura di), Religione e autonomie locali: la tutela 































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































らゆる占有物権（diritto reale di godimento）の移転の対象にならない。
③　認許の失効，撤回，消滅又は放棄の場合，区画並びに認許に対応して設置された施設
及び収蔵のための施設は，市の所有に属し，市は，被認許者によって設置されたあらゆ
る墓碑等の所有権者となる。被認許者は，いかなる要求又は権利も主張することができ
ない。
第25条（家族墳墓の用途）①　市の所有に属するに至った家族墳墓は，現在の事実上及び
法上の状態のまま，新たに認許することができる。市の行政当局は，その都度，当該施
設の認許の方法及び対価を定める。対価は，その占める面積及び現状における当該施設
の価値に応じて決定するものとする。
②　家族墳墓にいまだ存在する死者の受入先は，第22条に定めるところに従い，市の行政
当局が決定するものとする。
第５章　一般的規則及び墓地における行動規則
第26条（墓地の開園時間及び公衆に示される文書）①　墓地の開園及び閉園の時刻は，市
長が定め，墓地の入口に掲示し，市の行政当局がより適当と考える通信手段によって公
衆に示す。
②　市の行政当局は，重大な事由又は公衆の安全の保護を理由として，公衆に対し，墓地
の全部又は一部の区域への立入りを禁止することができる。
③　同様に，この章に定める，墓地内部で遵守されるべき行動規則の標題を有する規則の
抜粋も，公衆に対して，墓地の入口に掲示する。
④　掘出しに服する墓所の一覧及び認許が満期となった施設又は満期となる施設が存する
区画の一覧は，墓地の事務所に保管し，事務所が閉まっている時間においても見ること
のできる場所に掲出する。掘出しに関する掲示は，あらゆる効力の点で，利害関係人に
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対する上記の死体取扱作業の日付の通知という効力を有する。同様に，満期となった施
設又は満期となる施設が存する区画の一覧という標題を有する掲示は，取出しの活動が
行われる日付を利害関係人に通知するという効力を有する。掲示にはさらに，これに続
く義務を履行させるという目的で，市民が上記の情報を取得するために自主的に行動し
なければならない期限を示す。
⑤～⑦　〔省略〕
第27条（乗り物を用いた通行）　〔省略〕
第28条（行動規則）　〔省略〕
第29条（供物，花及び装飾樹）　〔省略〕
第30条（墓地で作業をすることを認められた会社）　〔省略〕
第31条（墓地における作業）　〔省略〕
第６章　最終規定
第32条（通知の宛先及び戸籍上の変更）①　家族墳墓及び収蔵のための施設に関する通知
は，常に，関連する被認許者を宛先とするものとする。被認許者が死亡したときは，権
利保有者は，権利保有者の名でかつ権利保有者のために行為する受取人（referente）を
指定し，これを市に通知する義務を負う。
②　被認許者，10年墓地に埋葬された死者の家族及び先に定めた通知の受取人は，適宜，
書面で，認許契約の締結の後又は埋葬の後に生じた戸籍上の変更を通知する義務を負う。
③　市の行政当局は，受取人の指定の通知がなかったこと又は上に定める戸籍上の変更が
通知されなかったことに関連するあらゆる責任を免除される。
第33条（行政上の制裁）　〔省略〕
第34条（経過規範）①　この条例は，市議会の承認の議決の執行日から60日目から施行す
る。この条例は，以前効力を有していた条例のすべての規定及びこれに反するすべての
処分を廃止する。
②　諸規定は，その施行以前になされた認許及び形成された諸関係にも適用する。ただし，
以前に効力を有していた行為又は条例を尊重して，然るべき証明がなされた旧来の諸権
利は，これを承認する。
③　この条例が定めていない事項についてはすべて，現行の国及び州の諸規範，とりわけ
1990年共和国大統領令第285号で承認された国の死体取扱規則，2001年法律第120号，
2009年ロンバルディア州法律第22号，2004年ロンバルディア州規則第６号及びその後の
改正規定，2002年共和国大統領令第254号並びに関連する現行のすべての通達を参照す
る。
別表第一　技術上の諸規範　〔省略〕
別表第二　違反行為の一覧　〔省略〕
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＊　本稿は，平成26年度科学研究費助成事業・基盤研究（C）「墓地提供という公役務と信
教の自由―公役務を通じた自由実現モデルの考察」（課題番号：26280029）の研究成果
の一部である。
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